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ナスパ・スタジアム(成田市大栄野球場)等指定管理者募集要項 

  

指定管理者制度は、市が指定する民間事業者等に、施設の管理業務を代行し

ていただく制度で、民間事業者等が有する能力や発想を活用し、住民サービス

の向上と管理経費の縮減を図るものです。  

ナスパ・スタジアム(成田市大栄野球場)、成田市大栄Ｂ＆Ｇ海洋センター、

成田市大栄テニスコート、大栄運動場、久茂富第一公園テニスコート（以下「野

球場等」という。）の管理業務を効果的かつ効率的に実施するため、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第244条の2第3項の規定及び成田市公の施設に係る指定

管理者の指定の手続等に関する条例（平成17年6月30日条例第20号）に基づき施

設の管理に関する業務を行う指定管理者を募集します。 

 

1．対象施設 

（1） 施設名称及び所在地 

①名 称  ナスパ・スタジアム(成田市大栄野球場) 

所在地  成田市一坪田 410 番地 1 

 

②名 称  成田市大栄 B＆G 海洋センター 

所在地  成田市一坪田 388 番地 

 

③名 称  成田市大栄テニスコート 

所在地  成田市一坪田 405 番地 7 

 

④名 称  成田市大栄運動場 

所在地  成田市一坪田 405 番地 2 

 

⑤名 称  久茂富第一公園テニスコート 

所在地  成田市吉岡 709 番地 4 

 

詳細は、資料 No.1「施設概要」のとおりとします。 
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2.市の施策等との関係 

   指定管理者は、公の施設に関する業務を市に変わって行う者です。従って、

指定管理者は市の施策について、市と同様に行うことが求められます。 

 

（1）施策理解 

本施設の所有者である市の施策を理解の上、本施設の管理を実施するこ

とを基本としますので、市の実施する各種事業に対し協力をお願いします。

なお、市と共催する事業提案を拒むものではございませんが、事業の実施

あるいは施設の管理について追加費用の支払を担保するものではございま

せん。 

 

（2）市内雇用、現在の施設職員の雇用安定化への配慮 

指定管理者は、新たに発生する雇用については、率先して市民の雇用に

努めるとともに、現在の施設職員の継続雇用について配慮してください。

また、施設職員の雇用安定化に努めてください。 

 

（3）市内産業の振興 

  本施設の管理を行うに際し、その一部を第三者に委託し、又は請負わせ

る等の場合は、市内業者から選定を行うなど市内産業の振興に配慮してく

ださい。 

 

（4）スポーツツーリズムの推進 

指定管理者は、市民ニーズを踏まえたスポーツ振興事業の他、スポーツ

ツーリズムの推進に資する事業を展開してください。 

 

（5）環境への配慮 

成田市環境基本条例（平成 9 年条例第 17 号）では、成田市は環境への負

荷の軽減や環境の保全等に努めるとしています。指定管理者にも、再生資

源その他の環境への負荷の低減に資する原材料の利用や、環境に配慮した

役務の提供等の具体的な取組が求められます。 

 

（6）災害時の対応 

大規模災害発生時には、募集要項等に定めていない事項についても、市

の指示に従っていただきます。 
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3．募集の概要 

（1）指定管理者が行う業務（以下「指定管理者業務」という。） 

ナスパ・スタジアム(成田市大栄野球場)等施設管理業務水準書（以下「業

務水準書」という。）を参照してください。 

 

（2）指定管理者の指定期間  

令和8年4月1日から令和13年3月31日(5年間) 

 

（3）指定管理者候補者の選定方式 

指定管理者候補者の選定方式は総合評価方式とします。選定は、書類審

査やプレゼンテーション、面接審査により行います。 

 

（4）選定委員会の設置 

「成田市公の施設指定管理者選定委員会設置要綱」に基づき「成田市指定

管理者選定委員会」を設置し、指定管理者候補者を選定します。 

 

（5）選定結果の公表 

選定結果は、申請書類を提出した応募者に対して速やかに通知します。 

また、審査結果や指定管理候補者の選定結果等については、成田市ホー

ムページで公表します。 

 

（6）指定管理者の指定及び協定の締結 

成田市議会定例会での議決後、指定管理者の指定を行うとともに、野球

場等の管理に関する協定を締結します。なお、議会で指定の議案を否決さ

れた場合、指定管理者の候補者が応募に関して負担した費用及び管理運営

の準備のために負担した費用、提供したノウハウの対価等について、本市

は一切の責任及び補償を負いません。 

 

（7）管理運営に要する経費 

指定管理業務に要する経費は、市が指定管理者に支払う経費（以下、「指

定管理料」という。）のほか、各施設の利用料金、スポーツ振興事業収入

などの収入をもって、業務を行うものとします。 

市は、野球場等の管理運営に必要な経費として、予算額の範囲内で年度ご

とに指定管理料を支払います。この場合の支払時期や方法、その他細目事
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項については協議の上、年度協定で定めます。 

なお、野球場等に係る指定管理料の上限額は下記のとおりです。応募に

あたっては物価上昇等の社会情勢を踏まえ金額を算出し提案してくださ

い。 

指定管理料上限額(令和8年度～令和12年度) 

 

 5年間の総額  280,859千円 

 上限額の範囲内で、様式6・7・8により収支計画を立て、提出してください。 

 

（8）問合せ・申請書類等提出先 

成田市シティプロモーション部スポーツ振興課 

〒286－8585 成田市花崎町760番地  

TEL：0476－20－1584 FAX：0476－22－4494 

E-mail:shosport@city.narita.chiba.jp 

 

4．選定に係る事項 

（1）指定管理者の選定スケジュール 

① 募集要項等の配布 ：令和7年8月7日(木) ～令和7年9月25日(木) 

② 現場説明会  ：令和7年8月26日(火) 

③ 質問事項の受付 ：令和7年8月27日(水)～令和7年9月1日(月) 

④ 質問事項の回答 ：令和7年9月10日(水) 

⑤ 申請書類の提出受付 ：令和7年9月11日(木)～令和7年9月25日(木) 

⑥ 審査（書類及びプレゼン・面接）：令和7年10月上旬 

⑦ 指定管理者候補者の選定   ：令和7年10月中旬 

⑧ 仮協定の締結     ：令和7年11月 

⑨ 指定管理者の指定    ：令和7年12月 

⑩ 基本協定の締結    ：令和8年2月 

 

（2） 指定管理者の選定手続 

① 募集要項等の配布期間 

令和7年8月7日(木)～令和7年9月25日(木) 

https://www.city.narita.chiba.jp/bunka_sports/page0118_00118.html 

上記、市ホームページからダウンロードしてください。 
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② 現場説明会の実施 

次のとおり現場説明会を開催します。本見学会では募集要項等の配布

はしませんので、必要な書類はお持ちください。 

※応募する法人等は原則参加してください。参加いただけない場合、      

改めての説明会は実施いたしませんので、あらかじめご了承ください。 

（ア）開催日時：令和7年8月26日(火) 

午後2時00分から午後5時15分まで 

（イ）集合場所：大栄B＆G海洋センター 会議室 

（ウ）日  程：概要説明 午後2時00分から午後2時30分まで 

現地見学会  

大栄B＆G海洋センター  

大 栄 運 動 場     午後2時30分から午後4時00分まで 

大 栄 テ ニ ス コ ー ト  

ナスパ・スタジアム      午後4時00分から午後4時30分まで 

久茂富第一公園テニスコート     午後4時45分から午後5時15分まで 

（エ）参加人数：各団体2名以内とします。複数の団体で共同事業体を組

む場合にあっては，各共同事業体につき3名以内としま

す。 

（オ）参加申込：参加希望の方は「指定管理者現場説明会参加申込書 

（様式2）」に必要事項を記入の上，令和7年8月20日（水） 

午後5時15分までに，メールにてお申し込みください。 

 

③ 質問事項の受付 

募集要項等の内容に関する質問を受け付けます。 

(ア) 受付期間：令和7年8月27日(水)～令和7年9月1日(月) 

(イ) 提出方法：「指定管理者募集質問票(様式3)」に記入の上、メー  

           ルでご提出ください。口頭による質問は一切受け付け

ません。 

 

④ 質問事項の回答 

(ア) 回 答 日：令和7年9月10日(水) 

(イ) 回答方法：成田市ホームページにて公表します。 
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⑤ 申請書類の提出受付 

(ア) 受付期間：令和7年9月11日(木)～ 

令和7年9月25日(木)(土・日・祝日除く) 

(イ) 受付時間：午前8時30分～午後5時15分まで 

(ウ) 提出方法：持参又は郵送にてご提出ください。ただし、郵送の場合      

は書留郵便にて令和7年9月25日(木)必着とします。 

 

⑥ 審査(書類審査及びプレゼンテーション・面接) 

申請書類の内容について、書類審査及びプレゼンテーション・面接審

査を行います。開催日、開催場所、実施方法等の詳細については申請書

類を提出した法人等に個別にご連絡します。 

 

⑦ 指定管理者候補者の選定 

審査結果を基に、指定管理者候補者を選定します。選定結果は個別に

郵送で通知します。 

 

⑧ 仮協定の締結 

市は、指定管理者候補者との協議を踏まえ仮協定を締結します。 

 

⑨ 指定管理者の指定 

12月市議会定例会において指定の議決後に指定管理者候補者を指定管

理者に指定します。 

 

⑩ 基本協定の締結 

市と指定管理者の間で基本協定を締結します 
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5．申請手続きに係る事項 
（1）指定管理者の応募資格  

応募資格を有する者は、指定期間中、安全円滑に施設を管理運営すること

ができる法人その他の団体（以下「法人等」という。）であって、次に掲 

げるすべての要件を満たす者とします。なお、個人での応募は受け付けませ

ん。 

① 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4（同条を準用する場

合を含む。）の規定により本市における一般競争入札等の参加の制限を受

けない法人等 

② 申請書類提出の日から指定管理者候補者の選定通知をした日までに、成田 

市建設工事請負業者等指名停止措置要領（以下「措置要領」という。）の

規定により、指名停止措置（措置要領制定以前の成田市建設工事指名業者

選定基準の規定による指名停止措置を含む。）を受けていないこと。 

③ 地方自治法第244条の2第11項の規定による指定の取消しを受けたことの

ない法人等 

④ 次の（ア）から（ウ）までのいずれかに該当する法人等でないこと。 

（ア）民事再生法（平成11年法律第225号）の適用を申請した者で、同法に基

づく裁判所からの再生手続開始決定がされていない法人等。 

（イ）会社更生法（平成14年法律第154号）の適用を申請した者で、同法に基

づく裁判所からの更生手続開始決定がされていない法人等（同法附則

第2条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係る

ものを含む。） 

（ウ）破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立てがなさ

れた法人等及びその開始決定がされている法人等（同法附則第3条第1

項の規定によりなお従前の例によることとされる破産事件に係るもの

を含む。） 

⑤ 法人等又はその役員等（法人である場合にはその法人の役員又はその支店

若しくは営業所等（常時業務等の契約を締結する事務所をいう。）を代表

する者を、法人以外の団体である場合にはその団体の代表者又は役員をい

う。以下同じ。）が次に掲げる（ア）から（エ）まですべての要件を満た

すものであること。 

（ア）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法

律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又はそ

の利益となる活動を行う法人等でないこと。 
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（イ）暴力団又は暴力団の構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若 

しくは暴力団の構成員でなくなった日から5年を経過しない者（以下

「暴力団の構成員等」という。）の統率下にある法人等でないこと。 

（ウ）法人等でその役員等のうちに暴力団の構成員等となっている者がいな 

いこと。 

（エ）法人等でその役員等のうちに暴力団又は暴力団関係者を経営に実質的 

に関与させ、不正に財産上の利益を得るために利用し、又は暴力団関 

係者に対して金銭、物品、その他の財産上の利益を不当に与えている  

者がいないこと。  

⑥ 国税、都道府県税、市町村税及び労働保険料について滞納がないこと。  

⑦ 本市における指定管理者の指定の手続きにおいて、公正な価格の成立を害 

したことのない者、又は不正の利益を得るために連合したことのない者。 

⑧ 本業務を円滑に遂行できる、安定的かつ健全な財務能力を有する者。 

⑨ 令和7年9月25日から起算して2年以内に労働基準監督署から是正勧告を受

けていない者又は、是正勧告を受けたが必要な措置の実施について労働基 

準監督署に報告済である者。 

 ⑩ インボイス制度における適格請求書発行事業者として登録を受けている団

体等であること。 

⑪ 労働保険（雇用保険・労災保険）及び社会保険（健康保険・厚生年金保険）

に加入していること。 

⑫ 令和7年9月25日時点で3年以上の運動施設の管理運営実績を有すること。 

⑬ B＆G指導員資格（センター・インストラクター）を有していること。その

他本施設の管理運営に不可欠な資格等を有していること。 

 

（2）複数の法人等による応募 

業務を効率的な実施するうえで必要な場合は、複数の法人等（以下「共

同体」という。）が共同して応募することができます。この場合において

は、次の事項に留意して申請してください。 

① 共同体により申請をする場合には、共同体の名称を設定し、代表となる  

法人等を選定すること。この場合において、代表となる法人等以外の法人

等は、当該共同体の構成団体として扱うこと。なお、代表となる法人等又

は構成団体の変更は原則として認めません。 
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② 代表となる法人等にあっては、「5（1）指定管理者の応募資格」①～⑫ま

での要件をすべて満たす者とします。構成団体となる法人等にあっては 

「5（1）指定管理者の応募資格」①～⑪までの要件をすべて満たす者とし

ます。⑬はどちらかが満たしていれば良いこととします。 

③ 共同体の構成団体間における連帯責任の割合等について定めること。 

④ 共同体の構成員は、他の共同体の構成員となり、又は単独で申請を行うこ 

とはできません。 

⑤ 次に記載する「5（3）提出書類」②～⑪については、構成団体ごとに作成

すること。 

 

（3）提出書類  

提出部数は正本1，副本7部、電子媒体（CD-R等）1部を提出してくださ

い。ただし、⑮は実施する場合のみ、⑱、⑲の書類は複数の法人等による

申請の場合のみ必要です。 

① 指定管理者指定申請書 (指定手続規則第1号様式) 

②「5（1）指定管理者の応募資格」の要件を満たす旨の宣誓書（様式1） 

③ 法人にあっては当該法人の登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、 

代表者の身分証明書） 

④ 定款、寄附行為、規約その他これらに相当する書類（最新のもの） 

⑤ 団体の役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類又はこれら 

に相当する書類 

⑥ 国税、都道府県税、市町村税に未納が無いことを証明する納税証明書又

は納税義務がない旨及びその理由を記載した申立書 

⑦ 申請書を提出する日の属する事業年度の事業計画書及び収支予算書 

⑧ 申請書を提出する日の属する事業年度の前年度及び前々年度の貸借対照

表，損益計算書及び株主資本等変動計算書 

⑨ 申請書を提出する日の属する事業年度の前年度及び前々年度の事業報告 

書（運動施設の管理運営業務実績を含む） 

⑩ 設立趣旨，事業内容のパンフレット等団体の概要が分かる書類 

⑪ 労働保険及び社会保険の加入状況を証する書類 

⑫ 公共性・安全管理及び危機管理についての基本方針（様式4） 

⑬ 施設の管理運営業務に関する事業計画書（様式5） 

⑭ 管理運営に関する収支計画書、収入明細書、支出明細書（5か年分）（様 

式6・7・8）  



 12

⑮ 自主事業に関する収支計画書（様式9） 

⑯ 管理運営実績一覧表（様式10） 

⑰ 提出書類一覧表（様式11） 

⑱ 共同体構成書（様式12） 

⑲ 共同体協定書兼委任状（様式13） 

※書類の作成に当たり以下の点に注意してください。  

・書類は原則としてA4版としてください。A3版のものは織り込んでA4版

に合わせてください。 

・縦左綴じとして，目次をつけ、目次の次ページから最終ページまで通

し番号によりページ番号をつけてください。 

・上記のほか、成田市が必要とする書類の提出を求めることがあります。 

 

（4）留意事項 

① 接触の禁止 

成田市公の施設指定管理者選定委員会委員や、下部組織である専門部

会の部会員、または市職員に対して、本件提案についての接触を禁じま

す(現場説明会・面接・募集に関する質問等、正当な行為を除く）。接触

の事実が認められた場合は失格となることがあります。 

② 共同体応募の構成員の変更 

共同体応募の場合、代表となる法人等及び構成団体の変更は原則とし

て認めません。 

③ 重複申請の禁止 

応募1法人等(共同体)につき、申請は一つとします。複数の申請はでき

ません。また、一つの法人等が複数の共同体応募に加わることはできま

せん。 

④ 申請内容変更の禁止 

提出された書類の内容を変更することはできません。 

⑤ 虚偽の記載をした場合の無効 

申請書類に虚偽の記載があった場合は失格とします。 

⑥ 申請の辞退 

申請書類を提出した後の辞退は認めません。万一、辞退した場合は、

申請者は市が被った損害について賠償しなければなりません。 

⑦ 費用負担 

申請に関して必要となる費用は、法人等の負担とします。 
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⑧ 提出書類の取り扱い 

（ア）応募者が市に提出した応募書類は、理由の如何を問わず返却しません 

また、応募書類の著作権は、申請者に帰属しますが、市が必要と認め 

る場合には、申請書類の全部又は一部を無償で使用できるものとしま 

す。 

（イ）提出された応募書類は、成田市情報公開条例に規定する「公文書」と 

して、同条例に規定する不開示情報を除き、原則として公表されるも

のとします。 

 

6．経理に関する事項 

（1）利用料金制の適用 

本施設では利用料金制を導入するため、指定管理者は、指定管理料のほか、

利用者が支払う利用料金やスポーツ振興事業の収入等も、自らの収入となり

ます。また本市では今後、条例で規定する額を変更する可能性があります。

それに伴い利用料金を改定した場合の指定管理料は別途協議するものとし

ます。 

 

（2）経費の支払い 

指定管理料は会計年度（4 月 1 日～翌年 3 月 31 日）ごとに支払います。

支払い時期や金額の詳細は年度協定において定めます。 

 

（3）管理口座 

指定管理者が公の施設の管理運営に使用する口座は、1 施設あたり 1 口

座を原則とします。 
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7．審査及び選定に関する事項 

（1）審査方法 

指定管理者の候補者の選定に当たっては、要綱に基づき「成田市公の施 

設指定管理者選定委員会」を設置し、同委員会の審査による選定を受け、 

市が指定管理者の候補者を選定します。 

 

（2）選定基準 

審査における選定基準は，次のとおりです。 

評 価 項 目 配 点 備考 

① 申請団体の経営状況 5 点 財務諸表等 

② 申請団体の事業実績 5 点 事業報告書 

③ 管理運営の基本方針 10 点 様式 5 

④ 人員配置計画 5 点 様式 5 

⑤ 施設の維持管理計画 20 点 様式 5 

⑥ スポーツ振興事業の実施計画 15 点 様式 5 

⑦ 施設の利用促進の方策 10 点 様式 5 

⑧ 収支計画 10 点 様式 6・7・8 

⑨ 危機管理対策 5 点 様式 4 

⑩ 地域への貢献 5 点 様式 4 

⑪ 指定管理料提案額 10 点 様式 6・7・8 

合計 100 点  

※選定の結果、審査において著しく評価が低い場合には、候補者を選定しな 

い場合があります。 

 

（3）選定結果の公表  

選定結果は、申請書類を提出した応募者に対して速やかに通知します。 

また、審査結果や指定管理候補者の選定結果等については、成田市ホーム

ページで公表します。公表する内容は、申請者の名称、所在地、指定管理

候補者の名称及び選定理由等とします。なお、指定管理者の指定の議決に

あたり、成田市議会には、申請者ごとの主な提案内容及び評価点並びに選

定委員会の講評等を報告する場合がありますので、予め、ご承知おきくだ

さい。 
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8．指定管理者の指定及び協定の締結  

選定結果をもとに、令和7年12月成田市議会定例会での議決後、指定管理

者の指定を行うとともに、成田市と指定管理者は、成田市大栄野球場等の管

理に関する協定を締結する予定です。  

 

（1）基本的な考え方 

成田市公の施設指定管理者選定委員会の選定結果に基づき、指定管理者 

の候補者との協議を踏まえ仮協定を締結します。議会の議決後に指定管 

理者に指定するとともに、協定を締結する予定です。 

なお、協定は「指定期間を通して基本的な事項を定める基本協定」、「災

害時における避難所等の施設利用等に関する協定」及び「各年度の業務内

容並びに業務実施の対価として支払われる指定管理料を定める年度協定」

を締結するものとします。 

 

（2）基本協定の内容（令和 8 年度～12 年度の業務についての協定） 

（ア）業務の範囲と実施条件 

（イ）業務の実施 

（ウ）管理物品 

（エ）業務実施に係る確認事項 

（オ）指定管理料及び利用料金 

（カ）損害賠償及び不可抗力 

（キ）指定期間の満了 

（ク）指定期間満了以前の指定の取消し 

（ケ）その他 

 

（3）年度協定の内容（各年度ごとに締結） 

（ア）業務の内容 

（イ）業務実施の対価として支払われる指定管理料の額 

（ウ）疑義等の決定 

 

（4）災害時における避難所等の施設利用等に関する協定の内容 

（ア）災害時における施設利用の要請 

（イ）災害時における避難所の開設 

（ウ）その他必要と認める事項 
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9．事業報告に関する事項 

（1）事業報告に関する事項 

① 業務報告書の提出 

（ア）指定管理者は、毎四半期及び毎会計年度終了後 60 日以内に、その管

理する公の施設に関し、次の事項を記載した事業報告書を作成し、

提出しなければなりません。 

・管理業務の実施状況及び利用状況 

・管理業務に係る経理の状況 

・その他管理の実態を把握するために市長が必要と認める事項 

（イ）指定管理者は、年度の中途において指定を取り消されたときは、そ

の取消された日後 30日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告

書を作成し、市長に提出しなければなりません。 

（ウ）市長は、公の施設の管理の適正を期するため、指定管理者に対し、そ

の管理業務及び経理の状況に関し定期に又は必要に応じて臨時に報

告を求め、実地に調査し又は必要な指示をすることができものとしま

す。 

 

② 帳簿類等の提出要求 

監査等に必要があると認める場合、指定管理者は帳簿書類その他の記

録を提出する必要があります。 

 

（2）評価に関する事項 

運営上の課題等を発見し、施設の管理運営にフィードバックすることで 

施設の管理運営状況を向上させるため、指定管理者によるセルフモニタ 

リング及び市によるモニタリング等を実施します。 
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10．その他 

（1）指定管理者の履行責任に関する事項 

① 指定管理者は、施設利用者の被災に対する第 1 次責任を有し、施設又は

施設利用者に被害があった場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やか

に市に報告しなければなりません。 

② 指定管理者は、事業継続が困難になった場合又はそのおそれが生じた場

合は、速やかに報告しなければなりません。 

③ 前記に規定するもののほか、指定管理者の履行責任に関する事項に 

ついては、協定で定めることとします。 

 

（2）事業の継続が困難となった場合の措置 

① 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

指定管理者の責めに帰すべき事項により、業務の継続が困難になった

場合は、市の指定の取り消しをすることができるものとします。その場

合は、市に生じた損害は指定管理者が賠償するものとします。また、次

期指定管理者が円滑かつ支障なく、本施設の管理運営業務を遂行できる

よう、引継を行うものとします。 

② 当事者の責めに帰することができない事由による場合 

不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由に 

より、業務の継続が困難になった場合、事業継続の可否について協議す 

るものとします。一定期間内に協議が整わないときには、それぞれ、事 

前に書面で通知することにより協定を解除できるものとします。なお、

指定管理者は、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、本施設の管理運営

業務を遂行できるよう、引継を行うものとします。 

③ 指定管理者の指定取消後の対応 

指定管理者の指定取消後、他の（選定時に決めていた場合は、「第２順 

位第３順位」）法人等と、指定管理予定候補者としての協定締結につい 

て協議を行うことがあります。 

④ その他 

  前記に規定するもののほか、事業の継続が困難となった場合の措置に

ついては、協定で定めます。 
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（3）協定書の解釈に疑義が生じた場合等の措置 

    協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた 

場合については、市と指定管理者は誠意を持って協議するものとします。 

 

（4）リスク分担に対する方針 

協定締結に当たり、市が想定する主なリスク分担の方針は、以下のとお

りです。これらは、帰責事由の所在が不明確になりやすいリスクについて

の方針を示したものです。また、規定した事項以外のことが発生するなど

疑義が生じた場合は、双方の協議によるものとします。 

 

リスク分担表（負担者側に○） 

リスクの種類 リスクの内容 

負担する者 

市 
指 定 

管理者 
協議 

物価変動 
収支計画に多大な影響を与えるもの 〇   

それ以外のもの（人件費・物品費を含む）  〇  

資金調達 

金利変動 

資金調達不能による管理運営の中断等  〇  

金利上昇等による資金調達費用の増加  〇  

法令等変更 管理運営に直接影響する法令等の変更   〇 

税制変更 

消費税（地方消費税を含む）率等の変更   〇 

法人税・法人住民税率等の変更  〇  

それ以外で管理運営に影響するもの   〇 

許認可等 

市が取得すべき許認可等が取得・更新さ

れないことによるもの 
〇   

指定管理者の発案による期間中の変更  〇  

管理運営 

内容の変更 

市の施策による期間中の変更 〇   

指定管理者の発案による期間中の変更   〇 

市議会の 

議決 

指定の議決が得られないことによる管

理運営の開始の延期 
 〇  

需要変更 
大規模な外的要因による需要変動   〇 

それ以外のもの  〇  

管理運営の 

中断・中止・

臨時休館等 

市に帰責事由があるもの 〇   

指定管理者に帰責事由があるもの  〇  

それ以外のもの   〇 
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資料・展示品

の損傷 

 

 

指定管理者の管理者の瑕疵によるもの  〇  

その他第三者の行為から生じたもので

相手方が特定できないもの 
  〇 

施設・備品等

の損傷・盗難 

指定管理者に帰責事由があるもの  〇  

指定管理者が設置した設備・備品  〇  

施設の設計・構造上の原因によるもの 〇   

それ以外のもの 

1 件あたり：30 万円未満 
 

〇 

負担限度付 
 

利用者等への

損害賠償 

市に帰責事由があるもの 〇   

指定管理者に帰責事由があるもの  〇  

市と指定管理者の両者，または被害者・

他の第三者等に帰責事由があるもの 
  〇 

周辺地域，住民，

施設利用者への

対応 

地域との協調  〇  

施設の管理運営，業務内容に対する住民

及び施設利用者からの要望への対応 
 〇  

それ以外のもの 〇   

情報管理 
指定管理者の責に帰すべき事由により

情報が漏洩した場合 
 〇  

募集要項等 公募要項などの瑕疵・不備に基づくもの 〇   

事業終了時の 

費用 

指定管理機関の終了，または指定の取消

し等により指定期間中に指定管理者の

業務を行わなくなった場合の現状復帰，

事業引継に係る費用 

 〇  

※不可抗力 

不可抗力による施設・設備の復旧費用 〇   

不可抗力による管理運営の中断（避難所

開設を含む） 
  〇 

※不可抗力：暴風，豪雨，洪水，高潮，地震，地すべり，落盤，火災，戦乱， 

内乱，テロ，侵略，暴動，ストライキなど 

 

（5）施設賠償保険について 

管理業務等の実施中に故意又は過失により市又は第三者に対し、損害を

与えたときは、指定管理者の負担でその損害を賠償しなければなりません。 

この損害賠償を担保するため、施設賠償保険に加入してください。 
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（6）公租公課の取り扱い 

① 消費税について 

消費税法第 2 条第 1 項第 8 号では、課税対象となる「資産の譲渡

等」を「事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並び

に役務の提供をいう。」と規定しています。 

地方公共団体と指定管理者との関係は、指定管理者が事業として

サービスを提供し、地方公共団体はそのサービスの提供を受けてそ

の対価として指定管理料を支払うというものであり、消費税の課税

対象である「資産の譲渡等」に該当すると解されます。 

したがって、指定管理料（委託料）の全額が消費税の課税対象と

なります｡ 

② 印紙税について 

「指定」は、契約ではなく「行政処分」とされており、協定書は、

「行政処分の附款」と位置付けられます。また、通常、協定書の内

容は、印紙税法において課税対象となる「請負に関する契約書」の

「請負」には該当しないことから、印紙の貼付は、原則として不要

となります。 

③ 法人市民税・法人県民税 

公の施設の管理を行う指定管理者は、法人市民税・法人県民税（法

人税割，均等割）の課税対象となります。 

また、収益事業を行う場合には、「公益法人等」、「人格のない社

団等（管理組合等）」であっても課税の対象となります。 
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（7）様式 

指定管理者指定申請書                   （指定手続規則第 1 号様式） 

指定管理者の応募資格に関する宣誓書 （様式 1） 

指定管理者現場説明会参加申込書 （様式 2） 

指定管理者募集質問票 （様式 3） 

公共性・安全管理についての基本方針 （様式 4） 

施設の管理運営業務に関する事業計画書 （様式 5） 

管理運営に関する収支計画書 （様式 6） 

管理運営に関する収入明細書 （様式 7） 

管理運営に関する支出明細書 （様式 8） 

自主事業に関する収支計画書 （様式 9） 

管理運営実績一覧表 （様式 10） 

提出書類一覧表 （様式 11） 

共同体構成書 （様式 12） 

共同体協定書兼委任状 （様式 13） 
 


